
 

 
第第 1100 節節  農農業業をを⽀⽀ええるる農農業業関関連連団団体体  

 
 
各種農業関連団体については、農業経営の安定、⾷料の安定供給、農業の多⾯的機能1の

発揮等において重要な役割を果たしていくことが期待されています。 
本節では、そのような期待の下での各種農業関連団体の取組の動向について紹介します。 
 

((11))  農農業業協協同同組組合合系系統統組組織織  
((農農業業者者のの所所得得向向上上にに向向けけたた⾃⾃⼰⼰改改⾰⾰をを実実践践))  

農協は協同組合の⼀つで、農業協同組合法(以下「農協法」という。)に基づいて設⽴さ
れています。農業者等の組合員により⾃主的に設⽴される相互扶助組織であり、農産物の
販売や⽣産資材の供給、資⾦の貸付けや貯⾦の受⼊れ、共済、医療等の事業を⾏っていま
す。 

農業協同組合系統組織においては、平成28(2016)年に施⾏された改正農協法2に基づき、
農業者の所得向上に向け、農産物の有利販売や⽣産資材の価格引下げ等に主体的に取り組
む⾃⼰改⾰に取り組んできました。また、令和3(2021)年6⽉に閣議決定した規制改⾰実施
計画においては、それぞれの農協が組合員との対話を通じて⾃⼰改⾰を実践していくサイ
クルを構築し、これを前提として農林⽔産省が指導・監督等を⾏う仕組みを構築する、と
の⽅向性が決定されました。 

 

 
 

 
1 ⽤語の解説4 を参照 
2 正式名称は「農業協同組合法等の⼀部を改正する等の法律」 

選選果果場場のの様様⼦⼦  
資料：三ヶ⽇町農業協同組合 

  

((事事例例))  品品質質とと価価格格のの維維持持にによよりり、、継継続続的的にに⿊⿊字字をを実実現現((静静岡岡県県))  
 
静岡県浜松市

は ま ま つ し
の三ヶ⽇町

み っ か び ち ょ う
農業協同組合では、⽣産販売額全体の約

85%を占める「三ヶ⽇みかん」の⽣産、販売に⼒を⼊れています。冷
⾵貯蔵設備を活⽤した端境期での出荷や、品種の絞込みによる栽培技
術の維持、マッピングシステムの活⽤による個別園地の管理のほか、
平成27(2015)年からは機能性表⽰⾷品としての販売を⾏うこと等によ
り、「三ヶ⽇みかん」ブランドの品質と価格の維持につなげてきました。
こうした取組が功を奏し、同農協では、平成15(2003)年度から10年以
上農業関連事業の⿊字を実現しています。 

令和3(2021)年11⽉には、AI*を搭載した新たなかんきつ選果場が稼
働しました。AI画像選別システムによる⾼精度な選果と⾼速化により、
従来以上に⾼品質な果実の出荷を実現するとともに、選果場等での労
働時間の削減が可能となりました。 
＊ ⽤語の解説３(２)を参照 
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農業委員会が実施する農地利⽤の最適化
活動の内容と成果は、地域の農業者に対し
て「⾒える化」することが重要であり、農
業委員会系統組織においては、地域内の農
地の利⽤集積、遊休農地の解消等に係る具
体的な⽬標を定め、その⽬標達成に向けて
最適化活動を⾏う農業委員及び農地利⽤最
適化推進委員が活動内容を記録し、それを
基に活動実績と⽬標達成状況を点検・評価、
公表することとしています。 

令和3(2021)年における農業委員数は
23,177⼈、推進委員数は17,696⼈で、合わ
せて40,873⼈となっています(図図表表22--1100--22)。 
 
 

 
((33))  農農業業共共済済団団体体  
((11県県11組組合合化化等等にによよるる業業務務効効率率化化のの取取組組をを推推進進))  

農業共済制度は、農業保険法の下、農業共済組合及び農業共済事業を実施する市町村(以
下「農業共済組合等」という。)、県単位の農業共済組合連合会、国の3段階で運営されて
きました。 

近年、農業共済団体においては、業務効
率化のため、農業共済組合の合併により県
単位の農業共済組合を設⽴するとともに、
農業共済組合連合会の機能を県単位の農業
共済組合が担うことにより、農業共済組合
と国との2段階で運営できるよう、1県1組
合化を推進しています。令和3(2021)年4⽉
1⽇時点では、前年から4県で1県1組合化が
進み、45都府県で1県1組合化が実現してい
ます。残る2道県の農業共済組合等におい
ては、引き続き1県1組合化等による業務の
効率化を進めることとしています。 

令和2(2020)年度における農業共済組合
等数は64組織、農業共済組合員等数は223
万⼈となっています(図図表表22--1100--33)。 

 
 

 

図表 2-10-2 農業委員会の委員会数、委員数 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 各年10⽉1⽇時点の数値 

2) 推進委員は農地利⽤最適化推進委員の略 
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図表 2-10-3 農業共済組合等数及び農業共済組
合員等数 
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資料：農林⽔産省作成 
注：1) 農業共済組合等数は各年度末時点の数値。農業共済組合員等

数は各年度（4⽉1⽇から3⽉31⽇まで）において組合員等で
あった者の数 

2) 農業共済組合等数は、農業共済組合と農業共済事業を実施す
る市町村の合計 

3) 農業共済組合員等数は、農業共済組合の組合員と市町村が⾏
う農業共済事業への加⼊者の合計 

4) 農業共済組合員等数には、制度共済のほかに任意共済への加
⼊者も含む。 

 

 

 
 
総合農協1の組合数は減少傾向、組合員数

は横ばいで推移しており、令和2(2020)年
度の組合数は587組合、組合員数は1,042万
⼈となっています(図図表表22--1100--11)。組合員数
の内訳を⾒ると、農業者である正組合員数
は減少傾向ですが、⾮農業者である准組合
員数は増加傾向です。 
 
 
 
 
 
 
 

 
((22))  農農業業委委員員会会系系統統組組織織  
((農農地地利利⽤⽤のの最最適適化化にに向向けけてて活活動動のの「「⾒⾒ええるる化化」」等等をを推推進進))  

農業委員会は、農地法等の法令業務及び農地利⽤の最適化業務を⾏う⾏政委員会で、全
国の市町村に設置されています。農業委員は農地の権利移動の許可等を審議し、農地利⽤
最適化推進委員は現場で農地の利⽤集積や遊休農地2の解消、新規参⼊の促進等の農地利⽤
の最適化活動を担当しています。 

 
1 農協法に基づき設⽴された農協のうち、販売事業、購買事業、信⽤事業、共済事業等を総合的に⾏う農協 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 

ワワククチチンン接接種種のの様様⼦⼦  
資料：全国厚⽣農業協同組合連合会 

((ココララムム))  厚厚⽣⽣連連病病院院がが新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症拡拡⼤⼤にに対対応応  

JAグループは、全国に33ある厚⽣農業協同組合連合会（以下「厚
⽣連」という。）を通して、病院・診療所等の運営、⾼齢者福祉とい
った厚⽣事業も⾏っています。全国に105の厚⽣連病院、61の診療所
(令和4(2022)年3⽉末時点)を運営し、令和2(2020)年以降は、猛威を
振るう新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤への対応として、感染者
の受⼊れや、職域・地域におけるワクチン接種を⾏い、地域医療の基
幹施設としての役割を果たしています。  

厚⽣連病院において、新型コロナウイルス感染症の発⽣当初から令和3(2021)年11⽉末までに感
染者の受⼊実績のある病院数は80、受⼊患者の累計は12,270⼈に上ります。感染者が更に急増し
た場合に備え、病床の増床、⼊院受⼊者数の増加も進めました。 

また、感染が急拡⼤し、医療提供体制が逼迫
ひっぱく

した地域からの医療従事者の派遣要請にも、積極
的に対応してきました。令和3(2021)年5〜6⽉には⼤阪府及び沖縄県に、同年9〜10⽉には東京都
に看護師を派遣し、令和4(2022)年1⽉にも、オミクロン株による感染が広まった沖縄県に派遣す
るなど、計8厚⽣連が対応しました。 

図表 2-10-1 農協(総合農協)の組合数、組合員数 

資料：農林⽔産省「総合農協統計表」 
注：1) 組合数は「総合農協統計表」における集計組合数 

2) 各組合事業年度末時点の数値 
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((44))  ⼟⼟地地改改良良区区  
((⼟⼟地地改改良良事事業業のの円円滑滑なな実実施施をを更更にに⽀⽀援援すするるたためめのの改改正正⼟⼟地地改改良良法法がが成成⽴⽴))  

⼟地改良区は、圃
ほ

場
じょう

整備等の⼟地改良事業を実施するとともに、農業⽤⽤排⽔施設等
の⼟地改良施設の維持・管理等の業務を⾏っています。 

豪⾬災害の頻発化・激甚化、耐⽤年数を超過する⼟地改良施設の突発事故等による施設
の維持管理に係る負担の増⼤や、⼟地改良区の技術者不⾜等の課題によって、⼟地改良区
の運営は厳しさを増しています。⼩規模な⼟地改良区では、技術者の雇⽤や業務の実施が
困難な場合もあることから、農林⽔産省は⼟地改良事業団体連合会等関係機関と連携して
技術的な助⾔を⾏うなど、⼟地改良区が事
業を円滑に実施できるよう取り組んでいま
す。さらに、令和4(2022)年3⽉に成⽴した
「⼟地改良法の⼀部を改正する法律」では、
⼟地改良事業団体連合会への⼯事委託制度
が創設され、⼟地改良区はこれら制度を活
⽤して事業を円滑に推進することが期待さ
れます。 

令和2(2020)年度末時点で⼟地改良区は
4,325地区となっており、近年減少傾向が続
いています。⼟地改良区の組合員数も減少
傾向にあり、令和2(2020)年度は前年度と
⽐べて4万5千⼈減少し、346万⼈となりま
した(図図表表22--1100--44)。 
 
 
 

図表 2-10-4 ⼟地改良区数と⼟地改良組合員数 

資料：農林⽔産省作成 
注：各年度末時点での数値 

359.2 356.9 353.4 350.5 346.0 

4,585 4,504 4,455 4,403 4,325

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

100

200

300

400

500

平成28年度
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

令和元
（2019）

2
（2020）

地区万⼈ ⼟地改良組合員数 ⼟地改良区数(右⽬盛)

194

農業を⽀える農業関連団体第10節

R4_農村白書1-2-10.indd   194R4_農村白書1-2-10.indd   194 2022/06/22   9:56:512022/06/22   9:56:51


